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整理№ 90 事 業 評 価 シ ー ト

22 年度

評価担当部署 生活福祉部介護高齢課 課長（主幹）名 中　川　幹　男

実施計画事業名 高齢者在宅介護支援事業 評価対象年度 平成

2 保健・医療・福祉

政　策 3 支え合いだれもが安心して暮らせるまちづくり

施　策 2 高齢者福祉を推進します

目
的

一人暮らしや高齢者のみの生活で不安を抱える高齢者や、介護が必要になった高齢者等が、住み慣れた地域で安心して生活
を送ることができる

５
ヶ
年
の

施
策
展
開

◆一人暮らしや高齢者夫婦世帯等への支援……あんしんコールの設置、安否確認（愛のふれあい訪問）　◆虚弱な高齢者等へ
の支援……ヘルパーサービスやデイサービス等の提供、緊急通報装置の給付、白内障装具の給付、配食サービスの提供　◆
介護が必要な方、家族への支援……公共交通機関の利用が困難な方への外出支援、理美容サービスや歯科診査を訪問で実
施、低所得の重度要介護者への訪問・通所系サービスの提供、訪問介護サービス利用者への助成、家族介護用品の支給、家
族介護慰労金の支給、家族介護教室の開催　◆その他……在宅介護支援センターの運営、防火査察の実施、地域密着型サー
ビス等を提供する基盤整備（施設）　※次期介護保険事業計画等の策定作業の中で、Ｈ24以降のサービス体系を見直す予定

関連施策

現
状
と
課
題

介護認定を受けている高齢者のうち、在宅で介護されている高齢者は増加の傾向にある。また高齢者だけの世帯も増え、安心
して生活を継続できるようサービスの提供が必要である。そのため、本市では、介護保険の給付以外に、在宅での生活を支える
各種のサービスを実施している。

総
合
計
画
体
系

分　野

年度

（介護保険被保険者数-施設介護サービス受給者数）/介護保険被保険者数×100
※いずれも「介護保険事業状況報告書」（各年度2月分）による第1号被保険者分

実績 96.8

成
果
指
標

名　称 単　位 22 年度 25  年度

在宅で生活する高齢者の割合 ％ 目標 96.8 96.8 96.8

21

96.6

活
動
指
標

名　称 単　位 21 年度 22 年度

地域密着型サービスの定員数 人 目標 91

認知症対応型グループホーム、特定施設（定員29名以下）、介護老人福祉施設（定員29名
以下）の各定員の合計数（第4期介護保険事業計画）

目標 3,750 3,750 3,750

89

25  年度

118 107

実績 62

75 75

市内４ケ所の在宅介護支援センターの１年間の延べ利用者数の合計 実績 3,737 3,800

在宅介護支援センター利用者数 人

52

緊急通報装置を給付している世帯数（毎年4月1日） 実績 72 64

緊急通報装置給付世帯数 世帯 目標 75

利用実人数（毎年4月1日） 実績 53 56

家族介護用品支給事業の利用者数 人 目標 52 52

単位
21 年度 22 年度 23 年度

備　考
（決　算）

8,688 2,111

83,852 11,856

0 0

112,799

39,836

起　債 千円 48,700

（評価年度決算見込） （予　算）

36,975直接事業費（Ａ） 千円 109,162

その他 千円 3,154 4,010

国庫支出金 千円 1,373

道支出金 千円

人件費（Ｂ） 千円 11,497 11,477

4,782

一般財源 千円 16,099 16,249 18,226

計（Ａ＋Ｂ） 千円 120,659 124,276

1.69

11,477

この事業にかかる職員数 人/年 1.66 1.69

48,452

状
況
変
化

実施計画当初（平成21年～）からの状況変化

第4期介護保険事業計画において、地域密着型特定施設を平成21年度整備計画に盛り込み事業者公募を実施す
るも応募がなく、引き続き平成22年度に再公募を行なったが応募がなく、次年度も公募を行う。

事
業
費
の
実
績



【１次評価】

年 月 日

　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

第4期介護保険事業計画に地域密着型サービス事業の基盤整備を盛り込んだが、地域密着型特定施設(有料老人ホーム29人
以下)の公募に関しては事業者応募がなく、引き続き第4期計画期間内は募集を予定しているが、事業者応募がない場合につい
て、次期計画に再度盛り込むか、又は新たな基盤整備について検討が必要。また、高齢者居宅介護等及びディサービス事業に
ついては、介護保険との整合性等について検討を行い事業の改廃も視野に入れる。その他、白内障装具や介護慰労事業は年
間予算額は小額だが利用者が数年間ないことから、事業の見直し、廃止も検討することとする。

各細事業の進め方について、市民との協働、他団体等との役割分担の見直し、環境への配慮など、改善の必要性はないか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

成
 
 

果

成果指標の単年度の目標値は達成できたか（単年度の目標値がない場合は、長期的な目標値を達成できそうか予測）

ｂ 　 ａ　目標達成　　　ｂ　ほぼ目標どおり　　ｃ　目標達成できず（目標値と大きな差がある）
＜ｃ の場合は、なぜかを分析して記入する＞

見直しの検討が必要
＜Ａ～Ｃ判定を受けての今後の方針、問題点に対する改善策などを記入する＞

コ
ス
ト
効
率

無駄なコストが発生していないか、投入した予算や人員に見合った効果が得られているか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　改善の余地がある
＜ｂ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

ｂ 細事業の構成

細
事
業
の
構
成
・
進
め
方

細事業の改廃や新規細事業の必要性はないか

ｂ

ｂ 細事業の進め方 ａ

総
合
評
価

Ｂ

総
合
評
価

Ｂ 見直しの検討が必要
＜２次評価者の視点からコメントを記入する＞

１次評価のとおり取り進めること。

高齢者が安心して、住み慣れた地域で日常生活を過ごしてもらうためのセーフティネットである各細事業を推進し、
高齢者の安心、安全を確保していきたい。事業によっては内容を見直し、廃止も検討する。

【２次評価】

コスト効率 ａ成　　果

【内部評価委員会】

意
　
見

高齢者在宅介護支援事業 最終更新日 平成 23 4 21


